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環境・農水常任委員会

◎ 開催日時 平成23年10月５日（水） 10時33分～16時42分

◎ 開催場所 第三委員会室

◎ 説 明 員 琵琶湖環境部次長および関係職員

◎ 議事の概要

【琵琶湖環境部所管分】

１ 付託議案

（１）議第116号 平成23年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）のうち琵琶湖環境部所

管部分について

委員からは、再生可能エネルギー普及戦略検討基礎調査事業について、

県は、今までに実施した調査を検証すべきであり、また、再生可能エネルギー特別

措置法には残された課題もあるため、時期尚早である、

企業では、再生可能エネルギーを事業につなげる取り組みが始まっており、調査を

するのではなく事業化を支援する段階であり、この事業の必要性はない、

中小企業では、事業化のバックデータが取れずに悩んでいるので、今、この調査結

果をもとにしっかり検討していく必要がある、などの意見が出された。

［結果］ 可否同数につき、委員長裁決の結果、否決すべきものと決した。

（２）議第117号 平成23年度滋賀県流域下水道事業特別会計補正予算（第１号）

［結果］ 全員一致で原案のとおり可決すべきものと決した。

（３）議第133号 流域下水道事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定

めることにつき議決を求めることについて

［結果］ 全員一致で原案のとおり可決すべきものと決した。

（４）議第134号 琵琶湖総合保全整備計画の改定につき議決を求めることについて

委員からは、県民にこの計画をどう周知するかをもっと考えるべきである、などの

意見が出された。

［結果］ 全員一致で原案のとおり可決すべきものと決した。

（５）議第134号 琵琶湖総合保全整備計画の改定につき議決を求めることについてに対

する附帯決議案について

委員からは、計画目標としている琵琶湖流域生態系の保全・再生、暮らしと湖の関

わりの再生のためには、県民、事業者の協力が必要であるが、これらに過度の負担を

かけることなく、国、関係府県の協力を求めることが不可欠である、などの意見が出

された。
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［結果］ 賛成多数で議第134号議案に対する附帯決議とすることに決した。

（附帯決議）

県当局は、琵琶湖総合保全整備計画の実施に当たり、次の措置を講ずべきである。

本計画の実施に当たっては、国および関係府県との連携、協力が欠かせないことか

ら、新たな法整備も含め、国の支援策について強く求めていくこと。

２ 所管事項調査

（１）報第 13号 社団法人滋賀県造林公社の長期経営計画および中期経営改善計画

について

（２）報第 14号 財団法人びわ湖造林公社の長期経営計画および中期経営改善計画

について

（３）滋賀県環境影響評価条例施行規則の一部改正について

（４）ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ滋賀経営改善へ向けた基本方針(案)ならびにｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ滋賀の処分実績

について

（５）アール・ディエンジニアリング最終処分場問題について

（６）日本下水道事業団への委託工事の進捗状況について

３ 一般所管事項調査

４ 意見書（案）

環境・農水常任委員会として、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関

する特別措置法」に関する意見書（案）、森林整備加速化・林業再生基金事業の拡充および

延長を求める意見書（案）を提出することに決定された。

５ 委員長報告

委員長に一任された。

６ 閉会中の継続調査事件

次の調査事件について、閉会中も調査を継続することについて議長に申し出ること

になった。

・琵琶湖水政について

・環境政策について

・廃棄物対策について

・下水道の整備について

・自然保護対策について

・農林水産業振興対策について

・環境こだわり農業の推進について
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委員会で配付された資料

１ 平成23年度９月補正予算主な事業概要

２ 再生可能エネルギー普及戦略検討基礎調査の活用について

３ 流域下水道事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めること

につき議決を求めることについて

４ 琵琶湖総合保全整備計画の改定につき議決を求めることについて

５ 報第13号 社団法人滋賀県造林公社の長期経営計画および中期経営改善計画に

ついて

報第14号 財団法人びわ湖造林公社の長期経営計画および中期経営改善計画に

ついて

６ 滋賀県環境影響評価条例施行規則の一部改正について

７ クリーンセンター滋賀経営改善へ向けた基本方針について（案）

８ 平成23年度 クリーンセンター滋賀処分実績

９ アール・ディエンジニアリング最終処分場問題について

10 日本下水道事業団への委託工事の進捗状況について

11 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に関する

意見書（案）、森林整備加速化・林業再生基金事業の拡充および延長を求める意見書

（案）


